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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第70期 

第３四半期連結 
累計期間 

第71期 
第３四半期連結 

累計期間 
第70期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 12月31日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 12月31日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 11,229,985 10,785,895 14,073,087 

経常利益 （千円） 678,114 787,677 659,905 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 443,225 543,956 422,547 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 471,790 766,639 251,780 

純資産額 （千円） 11,609,171 11,826,827 11,388,782 

総資産額 （千円） 18,607,731 19,016,055 18,595,966 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 9.87 12.35 9.45 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 62.4 62.2 61.2 

 

回次
第70期

第３四半期連結
会計期間

第71期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
 10月１日
至平成27年
 12月31日

自平成28年
 10月１日
至平成28年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.93 5.15 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

（1）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国経済の成長鈍化に加え、英国の欧州連合離脱や米国

の経済・金融政策の不確実性などの影響により、先行き不透明な状況で推移いたしました。

 当社グループを取り巻く経営環境といたしましても、消費者の節約志向を背景に個人消費は力強さに欠けてお

り、日用生活関連商品についての価格競争も激しく、依然として厳しい状況が続きました。

 このような状況のもと、当社グループでは、新製品の投入、販路の拡大、各種メディアを利用しての販売促進

など、積極的な営業活動を展開いたしました。しかしながら、天候不順の影響などにより、売上は伸び悩み、当

第３四半期連結累計期間の売上高は107億８千５百万円（前年同期比4.0％減）となりました。

 収益面では、主力の家庭用塗料の商品構成の見直し、為替、原油価格の変動の影響に加え、グループ企業一体

となって経営の効率化に努めたことなどから、営業利益は７億１千９百万円（前年同期比14.8％増）、経常利益

は７億８千７百万円（前年同期比16.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は５億４千３百万円（前年同

期比22.7％増）となりました。

 セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

＜塗料事業＞

 当事業は、当社の主力商品である家庭用塗料及び金属用・プラスチック用等の工業用塗料の製造及び販売並び

に塗装工事等を行っております。

 当第３四半期連結累計期間におきましても、店頭での販売促進、店内シェアの拡大をはかるとともに、新規顧

客の獲得に向け積極的な営業活動を展開いたしました。しかしながら、特に需要期である盆明けから秋にかけて

の天候不順の影響により、当事業全体の売上高は、62億８百万円（前年同期比4.4％減）となりました。

＜ＤＩＹ用品事業＞

 当事業は、カベ紙、障子紙やガラス用装飾シート等のインテリア用品、住宅用補修材やワックス等のハウスケ

ア用品及び園芸用品等の製造及び販売を行っております。

 当事業におきましても、消費者ニーズに応えた新製品の投入や積極的な販売促進活動とともに、新規顧客への

提案営業等に注力いたしました。しかしながら、天候不順の影響などにより、当事業全体の売上高は、44億６千

８百万円（前年同期比3.6％減）となりました。

＜その他＞

 その他の事業は、物流サービス業及び賃貸業等を行っており、売上高は１億８百万円（前年同期比5.9％増）と

なりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億６千５百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 46,230,000 46,230,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 46,230,000 46,230,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 46,230,000 － 5,869,017 － 2,418,409

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,160,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 43,593,000 43,593 －

単元未満株式 普通株式   477,000 － －

発行済株式総数 46,230,000 － －

総株主の議決権 － 43,593 －

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社アサヒペ

ン

 

大阪市鶴見区鶴見

四丁目１番12号

2,040,000 － 2,040,000 4.41

（相互保有株式）

昭和精機工業株式

会社

 

静岡県菊川市赤土

1899番地の１

120,000 － 120,000 0.26

計 － 2,160,000 － 2,160,000 4.67

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、近畿第一監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,503,595 5,353,807 

受取手形及び売掛金 3,151,413 ※３ 3,834,962 

有価証券 202,075 - 

商品及び製品 2,436,588 2,095,272 

仕掛品 28,237 30,845 

原材料及び貯蔵品 199,320 221,115 

前払費用 50,366 33,003 

繰延税金資産 78,776 40,840 

その他 41,682 48,707 

貸倒引当金 △45,039 △24,648 

流動資産合計 11,647,017 11,633,907 

固定資産    

有形固定資産    

土地 3,475,506 3,474,347 

その他（純額） 1,519,841 1,559,964 

有形固定資産合計 4,995,348 5,034,312 

無形固定資産 192,949 191,926 

投資その他の資産 ※２ 1,760,651 ※２ 2,155,909 

固定資産合計 6,948,949 7,382,148 

資産合計 18,595,966 19,016,055 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,417,981 ※３ 1,161,590 

短期借入金 1,490,000 1,760,000 

1年内償還予定の社債 - 500,000 

未払法人税等 211,345 127,947 

引当金 99,082 50,035 

その他 488,602 553,576 

流動負債合計 3,707,011 4,153,149 

固定負債    

社債 1,500,000 1,000,000 

長期借入金 600,000 600,000 

繰延税金負債 80,570 175,154 

役員退職慰労引当金 226,426 205,077 

退職給付に係る負債 928,859 906,092 

資産除去債務 35,162 35,162 

その他 129,152 114,592 

固定負債合計 3,500,172 3,036,078 

負債合計 7,207,183 7,189,227 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,869,017 5,869,017 

資本剰余金 4,166,534 4,166,534 

利益剰余金 1,579,561 1,880,468 

自己株式 △320,988 △406,533 

株主資本合計 11,294,126 11,509,487 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 210,831 417,180 

退職給付に係る調整累計額 △116,174 △99,841 

その他の包括利益累計額合計 94,656 317,339 

純資産合計 11,388,782 11,826,827 

負債純資産合計 18,595,966 19,016,055 

 

- 7 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 11,229,985 10,785,895 

売上原価 7,449,118 6,979,081 

売上総利益 3,780,867 3,806,813 

販売費及び一般管理費 3,153,981 3,087,018 

営業利益 626,885 719,795 

営業外収益    

受取利息 33,687 31,046 

受取配当金 25,434 27,801 

受取地代家賃 88,631 50,971 

その他 29,086 29,855 

営業外収益合計 176,840 139,675 

営業外費用    

支払利息 17,956 17,008 

支払地代家賃及び減価償却費 65,601 - 

減価償却費 - 13,172 

その他 42,052 41,611 

営業外費用合計 125,611 71,793 

経常利益 678,114 787,677 

特別利益    

投資有価証券売却益 16,585 21,892 

特別利益合計 16,585 21,892 

特別損失    

減損損失 2,227 1,159 

特別損失合計 2,227 1,159 

税金等調整前四半期純利益 692,473 808,410 

法人税、住民税及び事業税 240,387 227,597 

法人税等調整額 8,860 36,856 

法人税等合計 249,248 264,454 

四半期純利益 443,225 543,956 

親会社株主に帰属する四半期純利益 443,225 543,956 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 443,225 543,956 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 21,583 206,349 

退職給付に係る調整額 6,981 16,333 

その他の包括利益合計 28,564 222,682 

四半期包括利益 471,790 766,639 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 471,790 766,639 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用) 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え

る影響は軽微であります。

 

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１  受取手形割引高
 

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

受取手形割引高 22,454千円 43,621千円 
 
 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

投資その他の資産 25,513千円 25,470千円 
 
 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 127,935千円

支払手形 － 47,010

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 138,321千円 128,506千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 247,371 5.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 243,049 5.5 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  塗料事業 ＤＩＹ用品事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 6,491,485 4,636,224 11,127,709 102,275 11,229,985 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
24,752 － 24,752 － 24,752 

計 6,516,238 4,636,224 11,152,462 102,275 11,254,738 

セグメント利益 435,419 176,825 612,245 17,510 629,755 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流サービス業及び賃貸業等を

含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 612,245

「その他」の区分の利益 17,510

セグメント間取引消去 △2,869

四半期連結損益計算書の営業利益 626,885
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  塗料事業 ＤＩＹ用品事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 6,208,902 4,468,725 10,677,628 108,266 10,785,895 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
27,719 － 27,719 － 27,719 

計 6,236,622 4,468,725 10,705,347 108,266 10,813,614 

セグメント利益 516,988 174,231 691,220 31,956 723,176 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流サービス業及び賃貸業等を

含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 691,220

「その他」の区分の利益 31,956

セグメント間取引消去 △3,381

四半期連結損益計算書の営業利益 719,795

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

 １株当たり四半期純利益金額 9円87銭 12円35銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
443,225 543,956

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
443,225 543,956

普通株式の期中平均株式数（千株） 44,885 44,060

  （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月13日

株式会社アサヒペン 

取締役会 御中 

 

近畿第一監査法人 

 

 
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 伊藤 宏範  印 

 

 
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 寺井 清明  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アサヒ

ペンの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アサヒペン及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 


